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～後期高齢者医療保険からのお知らせ～

平成２６年度の軽減措置についても、決定しました。

　軽減に該当する方は、軽減額を引いてください。
　４月以降途中加入の方は、「年間保険料額」×加入月÷１２月（１００円未満切捨て）で求めた金額が保険料額となります。

○平成２６年度軽減内容
　平成２６年度の軽減割合や該当条件は、次のとおりです。
　※被用者保険の被扶養者であった方の保険料については、軽減措置が継続されます。

※詳しくは、４月に世帯配布されるリーフレット「平成２６年度版 後期高齢者医療制度のごあんない」をご覧ください。

【問い合わせ先】
健康課国保係　q６４－８８０１　または　群馬県後期高齢者医療広域連合　q０２７－２５６－７１７１

平成２６年度、平成２７年度の保険料率が決まりました平成２６年度、平成２７年度の保険料率が決まりました平成２６年度、平成２７年度の保険料率が決まりました

区　　分

所得割率

均等割額

限 度 額

平成２４年度、平成２５年度

８．４８％

４２，７００円

５５万円

平成２６年度、平成２７年度

８．６０％

４３，６００円

５７万円

年間保険料額
〔１００円未満切捨て〕 ＝ ＋均等割額

〔４３,６００円〕
所得割額

[（被保険者本人の平成２５年中の総所得金額等-３３万円）×８.６０％]

軽減該当条件（均等割の軽減は被保険者及び世帯主、被保険者
の属する世帯のほかの被保険者の総所得金額等の合計額が対象）

「基礎控除額（３３万円）以下の世帯で被保険者全員が年金
収入８０万円以下」の世帯（その他各種所得がない場合）

「基礎控除額（３３万円）」以下の世帯

「基礎控除額（３３万円）＋２４.５万円×世帯の被保険者数」
以下の世帯

「基礎控除額（３３万円）＋４５万円×世帯の被保険者数」以
下の世帯

被保険者本人の総所得金額等－基礎控除額（３３万円）が
５８万円以下の場合

後期高齢者医療の被保険者資格を得た前日まで、被用者
保険（国保、国保組合以外）の被扶養者であった方
※所得割額は課されません。

軽 減 内 容

均等割９割軽減

均等割８.５割軽減

均等割５割軽減

均等割２割軽減

所得割５割軽減

被扶養者軽減
（均等割９割軽減）

軽　減　額

３９，２４０円

３７，０６０円

２１，８００円

８，７２０円

所得割額÷２
（１円未満の
端数は切上げ）

３９，２４０円

軽減後の額

４，３６０円

６，５４０円

２１，８００円

３４，８８０円

所得割額÷２

４，３６０円

平成２６年度保険料額の計算方法

○保険料率
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７０歳～７４歳の被保険者に係る窓口負担見直し７０歳～７４歳の被保険者に係る窓口負担見直し
�７０歳から７４歳までの人が、お医者さんにかかったときに支払う医療費の自己負担割合は、原則２割ですが負担を軽
減するために１割負担とされていました。これが平成２６年度から段階的に２割に戻されます。平成２６年度から新たに
７０歳になる人から２割負担に戻し、平成３１年度には７０歳から７４歳までの人全体が２割負担になります。

平成２６年４月２日以降に
７０歳の誕生日を迎える人

誕生日が昭和１９年４月２日以降の人

一定の所得がある方は、これまで
どおり３割負担

対象者

ご注意

平成２６年４月１日までに
７０歳の誕生日を迎えた人

誕生日が昭和１９年４月１日までの人

一定の所得がある方は、これまで
どおり３割負担

対象者

ご注意

※一定の所得とは、同一世帯に住民税課税所得が１４５万円以上の７０歳から７４歳までの被保険者がいる人。

※一定の障害があると広域高齢者医療広域連合に認定された方で、６５歳から７４歳の人は、後期高齢者医療になる場合
　があります。
【問合せ先】　健康課国保係　q６４－８８０１（直通）

国民健康保険・社会保険・共済組合など

～６９歳

３割

７０歳

２割

７１歳～７４歳

１割

７５歳～

１割

平成２６年度から
新たに７０歳になる人

据え置かれます
すでに７０歳以上の人

国保、社保などをぬけて
全ての人が移行します

～６９歳

３割

７０歳

２割

７１歳～７４歳

１割

７５歳～

１割

後期高齢者医療

平成２６年度から
新たに７０歳になる人

現役並み所得者３割 現役並み所得者３割

据え置かれます
すでに７０歳以上の人

国保、社保などをぬけて
全ての人が移行します

平成２６年４月以降も医療費の
窓口負担は１割のまま変わりません

７０歳の誕生月の翌月から医療費の
窓口負担が２割になります


